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神長百合子教授 履歴・業績
［履 歴]
［学歴］
1962年月 桐朋女子高等学校卒業
1962年月 国際基督教大学教養学部社会科学科入学
1966年月 同上卒業（教養学士）
1966年月 東京都立大学大学院社会科学研究科修士課程入学（基礎法学
専攻）
1969年月 同上修了（法学修士）
1969年月 名古屋大学大学院法学研究科研究生
1971年月 同上退籍
1971年月 国際基督教大学聴講生（教職課程）
1972年月 同上退籍
1972年月 東京都立大学大学院社会科学研究科博士課程入学（基礎法学
専攻）
1978年月 同上単位取得満期退学（専攻：法社会学）
1979年月 Graduate School, San Diego State Universiy入学
1980年月 同上修了（MS：刑事行政学修士）
1980年	月 Graduate School, Universiy of California, San Diego入学
1982年月 同上修士課程修了（MA：社会学修士）
1984年月 同上博士課程にて CPhil（博士候補生）資格取得
1987年月 同上博士課程修了（Ph.D.：社会学博士）
主専攻：法社会学 副専攻：逸脱社会学および教育社会学
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［職歴］
1977年月─78年月 参議院議員市川房枝事務所勤務（市川房枝編「日
本婦人問題資料集成・第一巻・人権編」（1978 ドメス出版）
の資料編纂等に従事）
1983年	月─85年月 Universiy of California, San Diego において
Teaching Assistant（社会学担当）
1987年月 桐朋学園大学短期大学部助教授
1992年月 同短期大学部教授（文科）
1992年月─95年月 成蹊大学法学部非常勤講師（法社会学）
1992年月─99年月 青山学院大学法学部非常勤講師（法社会学）
1994年月─99年月 青山学院大学法学部大学院非常勤講師（基礎法学
特殊講義）
1995年月─ 専修大学法学部教授（現在に至る）
2000年月─03年月 東京経済大学現代法学部非常勤講師（法社会学基
礎）
2000年月 北海道大学法学部非常勤講師（特殊講義「女性と法」）
2000年10月─01年月 東京都立大学法学部非常勤講師（特殊講義「女性
と法」）
2003年月 北海道大学法学部非常勤講師（特殊講義「女性と法」）
2003年月 北海道大学法学部非常勤講師（特殊講義「女性と法」）
2004年月─ 専修大学法科大学院非常勤講師（法社会学）（現在に至る）
2005年	月─06年月 青山学院大学法科大学院非常勤講師（ジェンダー
と法）
［学外活動］
日本学術会議研究連絡委員会委員（18期）
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日本学術会議研究連絡委員会委員（19期）
日本学術会議連携会員（20期）
日本学術会議連携会員（21期）
科学研究費委員会専門委員（2000年段審査委員）
科学研究費委員会専門委員（2004年段審査委員）
科学研究費委員会専門委員（2005年段審査委員）
日本法社会学会文献委員（1987─1993年）
日本法社会学会理事・事務局（1996─1999年）
日本法社会学会理事・機関誌編集委員会委員長（1999─2002年）
日本法社会学会理事・査読委員・奨励賞委員会委員（2002─2005年）
日本法社会学会理事・査読委員・奨励賞委員会委員（2006─2009年）
ジェンダー法学会理事・機関誌編集委員長（2003─2005年）
ジェンダー法学会理事・機関誌編集委員長（2006─2008年）
ジェンダー法学会理事・奨励賞委員（2009─2011年）
内閣総理大臣官房男女共同参画室 男女共同参画審議会「女性に対する暴
力」に係わる部会委員（「アメリカ」「カナダ」を担当）」（1999，）
［業 績］
［単著］
『法の象徴的機能と社会変革──日系アメリカ人の再審請求運動』勁草書
房（1996）
“A Case Study of Legal Change: The Development of the Public Defender
System in California,”Masterʼs Thesis, San Diego State University, 1980.
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“Social Change Through Legal Means: A Case Study of the Japanese
American Legal Movement,” Ph.D. Dissertation, University of Califor-
nia, San Diego, 1987
［編著］
宮澤節生・神長百合子編集代表 『法社会学コロキウム』 日本評論社
（1996）所収論文「エスノメソドロジーによる法の理解」
［共著］
岩内亮一監修 『職業生活の社会学』（学文社・1975） 所収論文「弁護士」
岩内亮一編著 『社会問題の社会学』（学文社・1990） 所収論文「女性─
問題状況の構造」
大石紘一郎編 『現代アメリカのこころと社会─国民意識から探る政事・
社会の深層』（朔北社・1997） 所収論文「アメリカ女性の現在」
日本法社会学会編 『法社会学の新地平』（有斐閣・1998） 所収論文
「フェミニズムから見た法の象徴的機能論」
Ulrike Shultz & Gisela Shaw eds., Women in The World’s Legal Profession,
(Hart Publishing, 2003) 所収論文 “Women Lawyers in Japan:
Contradictory Factors in Status” (with Jorn Westhoff)
ダニエル・フット／太田勝造（編）『現代日本の紛争処理と民事司法
裁判経験と訴訟行動』（東京大学出版会・2010） 所収論文「民事訴訟
と女性⑴：訴訟当事者女性」
ジェンダー法学会編 『講座 ジェンダーと法』第巻（日本加除出版株式
会社・2012） 所収論文「『ジェンダーと法』に見るジェンダー法学会
の動向──オルセン，マッキノンへの応答として」
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［学術論文］
「自動車事故事件と弁護士報酬」 ジュリスト No. 499（1972）
“Attorneys and Cases involving Automobile Accidents” (with Zensuke
Ishimura, in Law in Japan, Vol. 9 (1976))
「法律扶助制度の問題点」 判例タイムズ特別号 No. 3（1978）
「法律扶助の理念をめぐって」 法社会学 第30号（1978）
「博士論文ÌSocial Change Through Legal Means: A Case Study of the
Japanese American Legal MovementÍ一部概要」 桐朋学園大学短期
大学部紀要 第号（1987）
「パブリック・ディフェンダー制度と貧困者の弁護人依頼権」 法社会学
第42号（1990）
「フェミニズム法理論の現状」 桐朋学園大学短期大学部紀要 第	号
（1992）
「フェミニズム法理論の現況（続）」 桐朋学園大学短期大学部紀要 第10
号（1991）
「五日市町における福祉問題──児童福祉」 東京都総務局行政部『西多摩
地域における行財政の課題と実情』（1993）
「エスノメソドロジーと裁判研究」 法社会学 第44号（1992）
「八王子市における福祉問題──児童福祉」 東京都総務局行政部『西多摩
地域における行財政の課題と実状』（1993）
「アメリカにおけるフェミニズム法理論の概観」 法社会学 第45号
（1993）
「法の象徴的機能をめぐって」 桐朋学園大学短期大学部紀要 第12号
（1994）
「法律職の feminizationをめぐって」 法社会学 第49号（1997）
「フェミニズムによる法実践」 アメリカ法 Vol. 1998，No. 2（1999）
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「弁護士を中心とした法制度への期待」 月刊司法改革 第号（1999）
「法的マージナリティ研究と法社会学」 法社会学 第52号（2000）
「司法（制度改革）におけるジェンダー・バイアス」 学術の動向 2001年
月（2001）
「近代法とフェミニズム──ジェンダーの法社会学序論」 専修大学法学論
集 第88号（2003）
「法科大学院設置大学における現状（ジェンダー法学教育の現状と課題）」
ジェンダーと法 第号（2004）
「20世紀末における日本の大都市型女性弁護士──女性の権利との関わり
において」 法社会学 第56号（2004）
「法はジェンダーをどうしたらよいのか──法社会学の視点」 法律時報
Vol. 77，No. 10（2005）
「弁護士の業務環境に関する研究ノート── Ulrike Shultz & Gisela Shaw
eds., Women in The World’s Legal Profession（2003）を素材として」
専修法学論集 第96号（2006）
「認証評価指針に対する意見と弁護士の属性」 日弁連法務研究財団調査
報告書『法科大学院の認証評価のあり方──「法曹に要求されるマイ
ンドとスキル」とその養成方法』（2008）
「一般市民は弁護士会における男女共同参画実現の現状をこう見る」 自由
と正義 2006年11月号（2006）
「女性の民事訴訟利用に関する研究ノート」 専修法学論集 第99号
（2007）
「男女共同参画社会への司法書士の『参画』」 月刊司法書士 No. 432
（2008）
「女性と民事訴訟」 文部科学省科学研究費特定領域『法化社会における紛
争処理と民事司法』ワーキングペーパー第集（2008）
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「女性と『公と私』」 法律時報 Vol. 81 No. 2（2009）
“Gender Ahalysis on the Court Records,” Meijo Hogaku, Vol. 58 (2009)
「認証評価指針に対する意見と弁護士の属性」（上石圭一と共著）『青山法
務研究論集』号（2010）
［その他］
紹介：Friedman, Lawrence M. “Transformations in American Legal Culture,
1800-1985,” in Zuitschrift für Rechtsoziologie, 6-2 法社会学 第40号
（1988）
紹介：Macaulay, Stewart. “Images of Law in Everyday Life: The Lessons of
School, Entertainment, and Spectator Sports,” in Law and Society
Review, Vol. 21，法社会学 第40号（1988）
紹介：Wagatsuma, Hiroshi & Arthur Rosett. “The Implications of Apology:
Law and Culture in Japan and the United States,” in Law and Society
Review, Vol. 20 法社会学 第40号（1988）
紹介：Friedman, Lawrence M. Total Justice, Russell Sage Foundation, 1985
法社会学 第41号（1989）
紹介：Mcintyre, Lisa J. The Public Defender: The Practice of Law in the
Shadow of Repute, The University of Chicago Press, 1987 法社会学
第42号（1990）
紹介：Lacey, Nicola. “Legislation Against Sex Discrimination: Questions
from a Feminist Perspective,” in Journal of Law and Society, 14-4
法社会学 第42号（1990）
紹介：Sarat, Austin D. “Access to Justice: Citizen Participation and American
Legal Order,” in Lipson, Leon & Stanton Wheeler (eds), Law and the
Social Sciences, Russell Sage, 1986 法社会学 第42号（1990）
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書評：樫村志郎著『「もめごと」の法社会学』 法学教室 No. 119（1990）
紹介：Marvell, Thomas. “Divorce Rates and the Fault Requirement,”Law
and Sociey Review, Vol. 23 法社会学 第43号（1991）
書評：棚瀬孝雄著『現代社会と弁護士』法社会学 第44号（1992）
紹介：Landon, Donald D. Country Lawyers: The Impact of Context on Profes-
sional Practice, Praeger, 1990 法社会学 第44号（1992）
紹介：（特集）Gender and Sociolegal Studies, Law and Society Reviw,
Vol. 25, No. 2 法社会学 第45号（1993）
「回顧と展望 法社会学」 田中茂樹と共著 法律時報 Vol. 67，No. 13
（1995)
「ロジャー・コットレルとイギリス法社会学」（世界の法社会学） 法律時
報 Vol. 69，No. 4（1997)
科研費報告書 「女性弁護士の意識と実態─女性の権利との関わりにおい
て」（課題番号08620011）平成年度〜平成	年度科学研究費補助金
基盤研究（C）研究成果報告書（11999）
ミニシンポ 企画趣旨 法社会学 第51号（1999）
内閣総理大臣官房男女共同参画室 平成10年度総理府委託調査『女性に対
する暴力に係わる諸外国の取組に関する調査研究報告書』（「アメリ
カ」「カナダ」を担当）（1999）
司法改革オピニオン第16回「でも，もし先生が男だったら，男性の既得権
益を手放さないでしょう？」自由と正義 2000年月号（2000）
ÌWhere Are Women?Í 日本法社会学会学会報 第56号 巻頭言（2000）
「法曹養成のための法社会学／法科大学院における学際的教育 総合司会
を務めて」 法律時報 Vol. 74，No. 3（2002)
「国際派遣報告：Law in Action の把握を模索して──アメリカ「法と社
会」学会・国際法社会学会合同年次大会」 学術の動向 2002年月
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（2002）
座談会 「民事訴訟における当事者，弁護士，裁判官(上)(下)」（太田勝造，
和田安弘，フット，ダニエル・H と共著）判例タイムズ1298号，判
例タイムズ1299号
「エッセンシャリズムと国際水準（第講へのコメント）」 フランシス・
オルセン著（寺尾美子訳）『法の性別 近代法公私二分論を超えて』
（東京大学出版会・2009）
［翻訳］
Elias, T. O. Nature of African Customary Law. 千葉正士監修『法人類学
入門』（弘文堂・1974）所収
Carlin, J. E., Howard, Jeffrey and Seldon L. Messinger. Civil Justice and the
Poor 石村善助・六本佳平『法社会学教材』（東京大学出版会・1976）
所収
ヘリーン E. シューウォーツ著『ローヤリング』（北野弘久・神長勲と共
訳（勁草書房・1986））
ジョセフ R. ガスフィールド著「公的行為のドラマ」 法律時報 第60巻
10号（1988）
フランシス・オルセン「コミュニティにおける平等──幻想と可能性」
法社会学 第51号（1999）
［学会報告等］
1971年 日本法社会学会 年次総会 「自動車事故事件と弁護士報酬」
1977年 日本法社会学会 年次総会 「法律扶助の理念をめぐって」
1985年 Annual Meeting of Law and Society Association (USA) “Japanese
Legal Profession: Anti-Governmental Elitism”
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1989年 日本法社会学会 学術大会／年次総会 「パブリック・ディフェ
ンダー制度の理念と現実」
1990年 American Association of State Colleges & Universities, Incorporat-
ing Japanese Studies into the Undergraduate Corriculum: A National
Faculty Development Institute, (USA) “Japanese Education Today and
Tommorrow” および “Womenʼs Issues in Japan”
1991年 日本法社会学会 学術大会／年次総会「エスノメソドロジーと
法」
1991年 Joint meeting of Law and Society Association & Research Commit-
tee on the Sociology of Law of the International Sociological Association
“Women in the Law in Japan: Contratictory Factors in Status”
1992年 日本法社会学会学術大会／年次総会 「アメリカにおけるフェミ
ニズムの法理論」
1993年 神戸インターナショナルセミナー（於神戸大学）「弁護士活動へ
のフェミニズムの視点」
1995年 国際法社会学会学術大会ÌWhat Women Lawyers Do for Womenʼs
Rights in Japan: A Preliminary Overview of Three Research ProjectsÍ
1996年 日本法社会学会 学術大会／年次総会 『法律職の feminization
をめぐる理論と現実』
1997年 講演ÌJapanese Legal Community and FeminismÍ（於 UCLA Law
School）
1997年 日米法学会年次総会 「フェミニズムによる法実践」
1998年 日本法社会学会 学術ミニシンポジウム 「法的・社会的『共同
体』構造と女性」企画趣旨
1999年 日本法社会学会 学術大会 「法的マージナリティと法社会学」
1999年 国際法社会学会リーガル・プロフェッション部会ÌA Challenge
358
to Law and Lawyers: Women in the Legal ProfessionÍ 分科会報告
ÌWomen Lawyers in JapanÍ
2001年 アメリカ「法と社会」学会・国際法社会学会合同年次大会
ÌSocio-legal System of Enclosurel── A Case of Japanese HousewivesÍ
2005年 日本学術会議第部シンポジウム 『ロースクール時代の法学研
究・教育を問う──基礎法学の主張』「法はジェンダーをどうしたら
よいのか──法社会学の視点」
2006年 関東弁護士連合会シンポジウム 『私法における男女共同参画〜
その条件づくり〜』におけるパネリスト（法社会学としての弁護士研
究という立場から）
2006年 日本弁護士連合会両性の平等に関する委員会の研修会講師 「男
女共同参画社会の現実と弁護士の果たすべき役割について〜女性弁護
士を研究テーマとする研究者から見た現状と課題から」
2008年 日本法社会学会 学術大会／年次総会ミニシンポジウム 「民事
訴訟のジェンダー分析について」
2008年 日本学術会議法学委員会「公と私」分科会主催シンポジウム
「女性と『公と私』」
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